
２　国務大臣の主な演説・報告及び質疑の概要

○平成6年7月18日（月）

　　　　　　【村山内閣総理大臣の所信表明演説】

　私は、さきの国会において内閣総理大臣に指名されました。歴史が大きな転

換期を迎えているこの時期に国政のかじ取り役を引き受けることの責任の重さ

を自覚し、力の及ぶ限り、誠心誠意、職務に取り組んでまいります。

　〔はじめに〕

　冷戦の終結によって、思想やイデオロギーの対立が世界を支配するといった

時代は終わりを告げ、旧来の資本主義対社会主義の図式を離れた平和と安定の

ための新たな秩序が模索されています。このような世界情勢に対応して、我が

国も、戦後政治を特色づけた保革対立の時代から党派を超えて現実に即した政

策論争を行う時代へと大きく変わろうとしています。

　この内閣は、こうした時代の変化を背景に、既存の枠組みを超えた新たな政

治体制として誕生いたしました。今求められているのは、イデオロギー論争で

はなく、情勢の変化に対応して濶達な政策論議が展開され国民の多様な意見が

反映される政治、さらにその政策の実行が確保される政治であります。これま

で別の道を歩んできた３党派が、長く続いたいわゆる55年体制に終止符を打ち、

さらに、１年間の連立政権の経験を検証する中から、より国民の意思を反映し、

より安定した政権を目指して、互いに自己変革を遂げる決意のもとに結集した

のがこの内閣であります。これによって、国民にとって何が最適の政策選択で

あるかを課題ごとに虚心に話し合い、合意を得た政策は責任を持って実行に移

す体制が歩み始めました。私は、この内閣誕生の歴史的意義をしっかりと心に

刻んで、国民の期待を裏切ることのないよう懸命の努力を傾けたいと思います。

　我々が目指すべき政治は、まず国家あり、産業ありという発想ではなく、額

に汗して働く人々や地道に生活している人々がいかに平和に安心して豊かな暮

らしを送ることができるかを発想の中心に置く政治、すなわち、「人にやさし

い政治」、「安心できる政治」であります。

　内にあっては、常に一庶民の目の高さで物事を見詰め直し、生活者の気持ち



に軸足を置いた政策を心がけ、それをこの国の政治風土として根づかせていく

ことを第１に考えます。

　世界に向かっては、さきの大戦の反省のもとに行った平和国家への誓いを忘

れることなく、我が国こそが世界平和の先導役を担うとの気概と情熱を持って、

人々の人権が守られ、平和で安定した生活を送ることができるような国際社会

の建設のために積極的な役割を果たしてまいりたいと思います。我々の進むべ

き方向は、強い国よりも優しい国であると考えます。

　このような政治の実現のためにも、世界に誇るべき日本国憲法の理念を尊重

し、これを積極的に国民の間に定着させていくことが必要であります。また、

年長者を敬う心や弱い立場の人々への思いやりなど、日本のよき伝統や美風も

大事にしなければなりません。しかしながら、従来どおりの政策の維持発展だ

けでは真に国民の求める政治とはなりません。時代の変化に対応して、硬直化

した社会制度を見直し、思い切った改革を行うことが不可欠であります。改革

は、政治の安定があって初めて実効が上がります。逆に、勇気を持って改革に

取り組んでこそ、国民の信頼と支持によって政治の安定を得ることができます。

私はこの好ましい循環を信じて、たとえ苦しい作業であっても、改革の道を邁

進したいと思います。

　時代は大きく揺れ動いており、このようなときには、政治が、進むべき道を

明確に示し、強力な指導力を発揮することが求められます。同時に、こういう

ときであるからこそ、国民の声が反映された政治でなければなりません。私は、

国民とともに我が国の政治の進路を考える姿勢をもって、党派を超えてさまざ

まな意見に耳を傾け、国民の前に開かれた形で議論をし合意を求めるという民

主政治の基本を大事にしていきたいと思います。

　〔政治改革の実現に向かって〕

　今後行うべき諸改革の出発点として、まず取り組むべきは政治改革でありま

す。

　政治は国民に奉仕するもの、政治家は国民全体、人類全体の利益の視点に立

って行動すべきものというごく当たり前のことが額面どおりに受け取られず、

むしろ政治はうさん臭いものと見られています。政治がその原点に立ち返り、

国民の不信を払拭することが今ほど求められているときはありません。このた



めには、まず清潔な政治への自覚が求められます。「選挙で選ばれる人間は、

選ぶ人間以上にしっかりとした道徳観がないと、選ばれる価値はない」という

のが私の信念であります。

　同時に、制度面の改革について、今までの成果を推し進め、なお努力を重ね

なければなりません。このため、今後の衆議院議員の総選挙が新制度で実施で

きるよう、審議会の勧告を得て、速やかに区割り法案を国会に提出するととも

に、政治の浄化のため、さらなる政治腐敗防止への不断の取り組みを進め、よ

り幅の広い政治改革を推進してまいります。政治の改革に終わりというものは

ありません。私は、今後とも政治改革に力を注いでいく決意であります。

　〔平和国家としての国際貢献〕

　世界は今、歴史的変革期特有の不安定な状況に置かれています。冷戦の終結

によって確実に一つの歴史は終わりましたが、次なる時代の展望はまだ不透明

であります。中東などで和平に向けての進展が見られる反面、北朝鮮の核開発

問題、旧ユーゴスラビアでの地域紛争等は、国際社会の平和と安定に対する深

刻な懸念材料となっています。また、世界経済についても、全体として明るさ

を取り戻しつつあるものの、先進国における失業問題、開発途上国における貧

困の問題、地球規模の環境問題等深刻な問題が横たわっています。

　このような国際情勢のもとで、我が国がどのように対応していくべきか。一

言で申し上げれば、国際社会において平和国家として積極的な役割を果たして

いくことであります。我が国は、軍備なき世界を人類の究極的な目標に置いて、

二度と軍事大国化の道は歩まぬとの誓いを後世に伝えていかねばなりません。

また、唯一の被爆国として、いかなることがあろうと核の惨禍は繰り返しては

ならないとのかたい信念のもと、非核三原則を堅持するとともに、厳格に武器

輸出管理を実施してまいります。

　もとより、国民の平和と安全の確保は重要です。私は、日米安全保障体制を

堅持しつつ、自衛隊については、あくまで専守防衛に徹し、国際情勢の変化を

踏まえてそのあり方を検討し、必要最小限の防衛力整備を心がけてまいります。

　平和国家とは、軍事大国でないとか核兵器を保有しないといったことにとど

まるものではありません。今日、国際社会が抱える諸問題の平和的解決や世界

経済の発展と繁栄の面で、従来以上に我が国の積極的な役割が求められていま



す。強大な軍事力を背景にした東西対立の時代が終わった今こそ、我が国がそ

の経済力、技術力をも生かしながら、紛争の原因となる国際間の相互不信や貧

困等の問題の解消に向け一層の貢献を果たすべきときであります。

　このような観点から、核兵器の最終的な廃絶を目指し、核兵器等の大量破壊

兵器の不拡散体制の強化など国際的な軍縮に積極的に貢献してまいります。ま

た、貧困と停滞から脱することができないでいる開発途上国や旧ソ連、中・東

欧諸国に対し引き続き経済支援を行っていきたいと思います。

　〔サミットを終えて〕

　先般のナポリ・サミットは、この内閣の基本姿勢について各国首脳の理解を

得る格好の機会でありました。私は、各国首脳と個人的な関係を培うとともに、

新政権の政策の基本方向や外交の継続性について率直に説明し、理解を得られ

たと確信いたしております。

　国際的な政策協調を進めていく上で日米欧の協力はその中核をなすものであ

り、今回のサミットでは、引き続きインフレなき持続的成長に向け政策協調を

強化し、深刻な雇用問題について一致して取り組んでいくとの明確な意思表示

を行いました。また、北朝鮮の核開発問題について、北朝鮮が国際社会との対

話に応じ核兵器開発疑惑の払拭に努力するよう求めるなど、当面する政治、経

済両面の問題について主要国首脳の間で忌憚のない意見交換と明確な方向を打

ち出せたことは、有意義な成果であったと考えています。

　〔国連における貢献〕

　冷戦後の国際社会においては、世界の平和と安定のために普遍的な国際機関

である国連の果たす役割には非常に大きなものがあります。今後、我が国とし

ても、国際社会の期待にこたえ、引き続き国連の平和維持活動について憲法の

範囲内で積極的に協力していくとともに、国連の改革に努力しつつ、より責任

ある役割を分担することが必要であります。

　常任理事国入りの問題は、それによって生ずる権利と責任について十分論議

を尽くし、アジア近隣諸国を初め国際社会の支持と国民的理解を踏まえて取り

組んでまいりたいと思います。

　国連における国際貢献も、政治・安全保障の分野に限りません。人類への優



しさを追求する意味でも、環境保全、人権、難民、人口、麻薬等の地球規模の

問題への対応がますます重要になっています。我が国としても、これらの課題

の解決に積極的に取り組み、軍事力によらない世界の平和と共存への貢献に力

を注ぐ考えであります。

　〔自由貿易体制への貢献〕

　世界貿易に目を転じますと、ことしは戦後の世界の自由経済体制の基軸とな

ってきたブレトンウッズ体制発足50周年に当たります。本体制のもと、自由貿

易体制の利益を最も享受してきた我が国としては、ウルグアイ・ラウンド合意

の来年１月１日の発効に向け、その責務として早急に協定及び関連法案を国会

に提出し年内の成立を図るなど、自由貿易体制の維持発展への取り組みを強化

してまいります。また、調和ある国際関係の維持のためにも、我が国の経済政

策は公正な市場経済の堅持を大原則とし、新たな国際経済秩序の形成に進んで

貢献する姿勢で臨むことが必要であります。

　このような観点から、今後とも、我が国市場の一層の開放と内需中心の経済

運営に努め、経常収支黒字の十分意味のある縮小の中期的達成に向けて努力を

していく決意であります。

　〔アジア・太平洋地域ほか地域間関係〕

　我が国の外交を考える場合、まず我が国自身がその身を置くアジア・太平洋

地域との関係を語らねばなりません。戦後50周年を目前に控え、私は、我が国

の侵略行為や植民地支配などがこの地域の多くの人々に耐えがたい苦しみと悲

しみをもたらしたことへの認識を新たにし、深い反省の上に立って、不戦の決

意のもと、世界平和の創造に力を尽くしてまいります。

　このような見地から、アジア近隣諸国等との歴史を直視するとともに、次代

を担う人々の交流や歴史研究の分野も含む各種交流を拡充するなど、相互理解

を一層深める施策を推進すべく、今後その具体化を急いでまいります。

　同時に、アジア・太平洋地域は世界でも最も躍動的な成長が続く活力ある地

域であります。我が国としては、ＡＰＥＣの一層の発展に努めるほか、政治・

安全保障面では、米国の関与と存在を前提に、本年から開始される中国、ロシ

ア等を含めたＡＳＥＡＮ地域フォーラムへの積極的な参画等を通じた努力を行



ってまいります。

　朝鮮半島においては、北朝鮮の金日成主席が逝去されましたが、私は、今回

の事態が朝鮮半島の平和と安定に悪影響を与えることなく、米朝協議や南北首

脳会談の早期開催など対話による問題解決に向けた動きがさらに前進し、核兵

器開発に対する国際社会の懸念が払拭されることを強く期待いたします。我が

国としては、私が近く訪韓するなど、今後とも米国、韓国、中国などと緊密に

連携し、平和的解決を志向して最善の努力をしていく考えであります。

　我が国と米国との関係は、さきの日米首脳会談でクリントン大統領との間で

再確認したとおり、相互にとって最も重要な２国間関係であり、我が国外交の

基軸であることはもとより、アジアを含む世界の平和と安定維持にとっても極

めて重要な関係であることは言うまでもありません。私は、日米包括経済協議

の早期の成功を含め、日米間の協力関係のさらなる発展に全力を傾注してまい

ります。

　ロシアとの関係では、東京宣言を基礎として領土問題を解決し平和条約を締

結して関係の完全な正常化を達成するとともに、その改革に対し、国際協調の

もと、適切な支援を行ってまいります。

　また、欧州統合の動きを歓迎するとともに、日欧間の政治対話を含めた包括

的な協力関係を築くことに引き続き取り組んでまいります。

　〔今後の我が国経済社会のあり方〕

　我が国は、世界第２位の経済大国でありながら、生活者の視点からは真の豊

かさを実感できない状況にあります。加えて、人口構成上最も活力のある時代

から最も困難な時代に急速に移行しつつあります。

　こうした情勢の中で、お年寄りや社会的に弱い立場にある人々を含め、国民

一人一人がゆとりと豊かさを実感し安心して過ごせる社会を建設することが、

私の言う「人にやさしい政治」、「安心できる政治」の最大の眼目であります。

同時に、そうした社会を支える我が国経済が力強さを失わないよう、中長期的

に我が国経済フロンティアの開拓に努めていくことも忘れてはなりません。こ

のような経済社会の実現に向けての改革は、21世紀の本格的な高齢社会を迎え

てからの対応では間に合いません。今こそ行財政、税制、経済構造の変革など

内なる改革を勇気を持って断行すべき時期であります。



　〔景気の現状と当面の経済運営〕

　まず、経済の現状を見ますと、依然、雇用情勢や中小企業など産業の状況に

は厳しいものがあるほか、急激な円高の進行など懸念すべき要因も見られます

が、このところ次第に明るい動きも広がっております。この動きを加速し景気

を本格的な回復軌道に乗せていくことが、当面の重要な課題であります。この

ため、平成６年度予算の円滑な執行や為替相場の安定化など景気に最大限配慮

した経済運営に努力し、雇用の安定確保など可能な限りの対策を講じてまいり

ます。

　〔規制緩和と行政、財政、税制改革〕

　生活者の立場から、また我が国の経済社会の活性化の見地から、行政と経済

社会活動の接点とも言える諸規制が果たして今日の実情に照らし適切なもので

あるかどうか、経済社会活動のあるべき姿をゆがめるものになっていないかを、

いま一度徹底的に検証しなければなりません。先日取りまとめました規制緩和

策を速やかに推進することは当然として、さらに５年間の規制緩和推進計画を

策定し、将来の新規産業分野への参入の促進や内外価格差の縮小による国民の

購買力の向上などの視点をも考慮しつつ、一層の規制緩和を実施していく決意

であります。

　また、国民本位の簡素で公正かつ透明な政府の実現と縦割り行政の弊害の排

除に力を注ぎ、公務員制度の見直し、特殊法人の整理合理化、国家・地方公務

員の適正な定員管理、行政改革委員会の設置による規制緩和などの施策の実施

状況の監視、情報公開に関する制度の検討など、強力な行政改革を展開してま

いります。

　さらに、地方がその実情に沿った個性あふれる行政を展開するためにも、地

方分権を推進することが不可欠であります。このため、その基本理念や取り組

むべき課題と手順を明らかにした大綱方針を年内に策定し、これに基づいて速

やかに地方分権の推進に関する基本的な法律案を提案したいと考えています。

　本格的な高齢化社会を控え、国の財政も新たな時代のニーズに的確に対応し

ていかなければなりません。そのためには、200兆円を超える公債残高が見込

まれるなど一段と深刻さを増した財政の健全化が必要であり、財政改革を推進



して一層の財政の体質改善に努力してまいります。

　また、税制面では、活力ある豊かな福祉社会の実現を目指し、国、地方を通

じ厳しい状況にある財政の体質改善に配慮しつつ、所得・資産・消費のバラン

スのとれた税体系を構築することが不可欠であります。このため、行財政改革

の推進や税負担の公平確保に努めるとともに、平成７年度以降の減税を含む税

制改革について総合的な改革の論議を進め、国民の理解を求めつつ、年内の税

制改革の実現に努力してまいります。

　同時に、今後、21世紀に向け、生活者重視の視点に立って、公共投資基本計

画について、税制の具体的な検討作業を踏まえつつ、その配分の再検討と積み

増しを含めた見直しを鋭意進めてまいります。

　〔雇用創出のための経済フロンティアの拡大〕

　将来の経済の活力を維持し新たな雇用を創出していくためには、創造性と技

術力にあふれる新規産業を育成し、経済フロンティアを拡大していかなければ

なりません。特に、これまでの人や物の流れを変え、家庭の生活様式や企業活

動を根底から変革する可能性のある情報化の推進が重要であります。世界情報

インフラ整備等への国際的な取り組みを初め、国際協調のあり方も念頭に置き

つつ、高度情報化社会の実現に向けて政府として総合的な取り組みを行ってま

いります。

　また、次の世代の我が国社会を真に創造的でダイナミックなものとするため

には、将来を支える若者の教育や科学技術の振興が極めて重要であります。私

は、これらを我々の未来への先行投資と位置づけるとともに、学術、文化、ス

ポーツの振興にも力を入れ、新しい文化や経済活動が生み出されるような社会

の実現を目指してまいります。

　〔農林水産業の振興〕

　農林水産業は、国民生活にとって必要不可欠な食料の安定供給という重要な

使命に加え、自然環境や国土の保全等の機能を持ち合わせております。また、

農山村や漁村は、私自身にとってもそうであるように、多くの国民にとって心

のふるさとともいうべき存在となっているのではないでしょうか。現在、農林

水産業は厳しい試練にさらされております。私は、その多面的な役割を念頭に



置いて、ウルグアイ・ラウンド合意による影響を踏まえ、農林水産業に携わる

人々が将来に希望と誇りを持って働けるよう、これら地域の活性化を含め、総

合的かつ具体的な対策を早急に検討し実施してまいります。

　〔人と環境にやさしい国づくり〕

　私は、国づくりの真髄は、常に視点の基本を「人」に置き、人々の心が安ら

ぎ、安心して暮らせる生活環境をつくっていくことにあると信じます。そのた

め、安定した年金制度の確立、介護対策の充実などにより、安心して老いるこ

とのできる社会にしていくこと、子育てへの支援の充実により次代を担う子供

たちが健やかに育つ環境を整備していくこと、また、体が弱くなっても、障害

を持っていても、できる限り自立した個人として参加していける社会を築くこ

となど、人々が安心できる暮らしの実現に全力を挙げる決意であります。さら

に、人々が落ちついて暮らしていける個性のある美しい景観や町並みを築き緑

豊かな国土と地球をつくり上げていくため、環境問題にも十分意を用いてまい

ります。

　また、男性と女性が優しく支え合い喜びも責任も分かち合う男女共同参画社

会をつくらねばなりません。男女が政治にも、仕事にも、家庭にも、地域にも、

ともに参加し、生き生きと充実した人生を送れるよう、最善を尽くしてまいり

ます。

　〔結　び〕

　内閣総理大臣を拝命して20日足らず。我が国に対する国際社会の大きな期待

と、国民の皆様がこの内閣に寄せる熱い思いを肌で感じ、改めてその任務の重

さに身の引き締まる思いであります。内外に難題が山積する今、私は、「常に

国民とともに、国民に学ぶ」という自分の政治信条を大切にし、国民の知恵と

創造力をおかりしながら、持てる限りの知力と勇気をもって政策の決定を行う

とともに、決断したことは断固たる意志をもって実行するとの基本姿勢で、新

しい時代の扉を開いてまいる決意であります。

　議員各位と国民の皆様の御理解と御協力を切にお願いする次第であります。



　　　　　　　　　　　　　【質疑の概要】

　以上の演説に対する質疑は、７月21、22日の両日行われた。その概要は以下

のとおりである。

――質疑者―― （発言順）

吉田之久君（新緑）　宮澤弘君（自）　久保亘君（社）　大久保直彦君（公）

橋本敦君（共）

　〔政治姿勢・政治改革〕

　総理の政治姿勢については、「いわゆる55年体制に終止符を打ち、互いに自

己改革を遂げる決意のもとに３党が結集した。国民にとって何が最適の政策選

択かを基本に置いて責任を持って改革の道を邁進していく」。

　また、人にやさしい政治、優しい国については、「額に汗して働く人々や地

道に生活している人々がいかに平和に、安心して、豊かな暮らしを送ることが

できるかを発想の中心に置く政治や国のあり方を述べたものである」。

　さらに、小選挙区区割り法の早期成立、解散・総選挙については、「衆議院

議員選挙区画定審議会の勧告を尊重して関連法案を早急に提出し、次回総選挙

が新しい制度のもとで実施できるよう可能な限り早い時期の成立を目指してい

く。現時点での解散・総選挙は念頭にない」旨の答弁があった。

　〔外交・安全保障〕

　ナポリ・サミットの評価については、「将来に向けて新たな展望と国際的な

政策課題を示した重要かつ建設的な会合であった。特に「雇用と成長」に関し、

現在の世界経済の回復基調を持続していくことの重要性を認識したことなど、

有意義な成果と評価できる」。

　安保理常任理事国入りについては、「常任理事国になることに消極的になっ

ているわけではない。常任理事国入りによって生ずる権利と責任について議論

を尽くし、国際社会の支持と国民的理解を踏まえて取り組んでいきたい」。

　国連平和維持活動については、「国連を中心とした国際社会の平和と安全を

求める努力に対し、資金面だけでなく人的な面でも貢献を行うことは当然であ

る。今後とも憲法の枠内で協力を積極的に行っていく」。

　日米安保体制については、「冷戦終結後も国際社会は依然不安定要因を内包



している中で、我が国が引き続き安全を確保していくためには日米安保条約が

必要である。また、日米安保体制はアジア・太平洋地域における安定要因とし

ての米国の存在を確保し、この地域の平和と繁栄を促進するために不可欠であ

る」。

　自衛隊の憲法上の位置づけについては、「専守防衛に徹し自衛のための必要

最小限度の実力組織である自衛隊は、憲法の認めるものであると認識する。同

時に、憲法の精神と理念の実現できる世界を目指し、国際社会において名誉あ

る地位を占めることができるよう全力を傾けていく」。

　韓国訪問の基本姿勢については、「朝鮮半島情勢を中心とする最近の国際情

勢や日韓関係等について率直な意見交換を行いたい。とりわけ日韓両国の友好

協力関係をさらに発展させることの重要性につき改めて確認したい」。

　北朝鮮情勢については、「米国、韓国、中国等の関係国と緊密に連絡を保ち

ながら、北朝鮮の核兵器開発問題の解決を含め、朝鮮半島の平和と安定のため

の努力を一層進めていきたい」旨の答弁があった。

　〔日米関係〕

　日米首脳会談の成果については、「首脳及び主要閣僚間の信頼関係を深め、

内閣の基本方針及び外交・安保政策の継続性について米側の理解を得ながら、

主要な外交課題に関する緊密な政策協調を確認したことなど、所期の成果を上

げることができた」。

　また、日米包括経済協議については、「５月の協議再開以来、優先分野の交

渉において着実な進展が見られており、早期の合意に向けて現在日米双方が鋭

意努力しているところである」旨の答弁があった。

　〔景気・円高対策〕

　景気の現状と対策については、「個人消費の持ち直しや企業収益の下げどま

りの兆しなど、明るい動きが次第に広がっている一方、為替相場の動きなどの

懸念すべき要因も見られる。このため、総合経済対策の着実な実施、６年度予

算の円滑かつ着実な執行、内需を中心とした持続的成長の確保に努めるととも

に、規制緩和を初めとする経済改革を実施していく」。

　また、公共料金値上げ凍結については、「前内閣の方針は現内閣においても



継承されている。なお、本措置により経営の維持が著しく困難になったと認め

られる中小企業にかかわる公共料金については、物価問題に関する関係閣僚会

議の議に付することとなっている。今後、案件ごとに厳正な検討を加え適切に

対処していきたい」。

　さらに、円高対策については、「今回のサミットにおいて、米ドルの一層の

低下は望ましくなく、かつ正当化されないという点でG 7の認識が一致した。

こうした点を踏まえ、関係各国と緊密に連絡をとりながら為替相場の安定を図

っていきたい」旨の答弁があった。

　〔雇用対策〕

　産業の空洞化及び雇用対策については、「産業の活性化を促すことにより内

需主導の国際調和型産業構造の形成を進めつつ雇用の確保を図っていくことが

重要である。このため、規制緩和、新規産業の発展や創造的な事業展開を促す

ための各般の施策、総合的な雇用対策を推進していく」。

　また、新卒者の就職対策については、「これまで事業主団体等へ求人枠の拡

大や男女の均等取り扱いの要請を行ってきた。さらに、近く女子学生の就職問

題に関する閣僚会議を開くこととしている。今後も新卒者の円滑な就職につい

て積極的に援助していきたい」旨の答弁があった。

　〔税制・行財政改革〕

　税制改革については、「景気の観点から増減税の実施時期に一定期間を置く

ものの、増減税全体について議論を進め、成案を取りまとめるべく努力してい

る。所得・資産・消費のバランスのとれた税体系を構築するため、行財政改革

の推進や税負担の公平確保に努めるとともに、７年度以降の減税を含む税制改

革について総合的な論議を進め、国民の理解を求めながら年内の税制改革の実

現に努力していく」。

　また、行財政改革については、「行政組織の改革、合理化を初め、規制緩和、

地方分権など各般の改革課題について積極的に取り組み、実りある成果をおさ

めるべく努力を払っていく。今後ともあらゆる経費について徹底した洗い直し

に取り組み、財政改革を強力に推進していきたい」旨の答弁があった。



　〔農業対策〕

　ウルグアイ・ラウンド合意を踏まえた農業施策については、「ラウンド協定

実施に伴う影響を最小限度に食いとめ、21世紀に向けた農業構造の早期実現を

図ることが肝要だ。農政審議会の議論を踏まえながら、緊急農業農村対策本部

において検討の上、万全を期する決意である」。

　また、食管制度の見直しについては、「食管法については、数量管理のあり

方や輸入米の政府売り渡し価格等について所要の改正を行う必要がある。食管

制度のあり方についても、新政策の方向や農政審議会の報告も踏まえて、米の

生産調整や備蓄問題を含め幅広く検討していきたい」旨の答弁があった。

　〔地方分権〕

　地方分権の推進については、「地方分権推進の基本理念や課題と手順を明ら

かにした大綱方針を年内に策定し、これに基づいて速やかに法律の制定を目指

したい。住民に身近な問題は身近な地方公共団体が担っていくことを基本とし

て、具体的な成果を上げるべく強い決意で取り組んでいく」旨の答弁があった。

　〔規制緩和〕

　規制緩和の推進については、「規制緩和推進要綱等の着実な実施に努めると

ともに、平成６年度内に５年を期間とする規制緩和推進計画を策定し、積極的

かつ計画的に取り組んでいく」旨の答弁があった。

　そのほか、学校教育における国旗・国歌の指導については、「これからの国

際社会に生きていく国民として必要な基礎的、基本的な資質を身につけるため

に必要なことであると考えている。同時に、こうした指導が無理なく受け入れ

られる素地がさらに整うことが望ましい」。

　靖国神社公式参拝については、「昭和60年に実施した方式による靖国神社公

式参拝は憲法に違反しないとの従来の政府方針は変わっていない。今後、公式

参拝を実施するかどうかは、総理大臣その他の国務大臣が近隣諸国の国民感情

など諸般の事情を総合的に考慮しながら慎重かつ自主的に検討した上で決定す

べきものと考えている」。

　被爆者援護法の制定については、「被爆者対策としては原爆２法を中心に各

般の施策を講じている。国家補償を行うことについては、一般戦災者との均衡



など基本的な問題もあり今後与党内で慎重な検討を続けていきたい」。

　水俣病訴訟における和解問題については、「現時点において和解によって解

決するのは難しい状況にある。関係者の置かれた状況に深く思いをいたし、こ

れまでの行政施策をさらに推進し、早期に水俣病問題が解決するよう懸命に努

力していきたい」旨の答弁があった。


